この度、私がパーソナルプロジェクトのテーマとして選んだのは「Social Impact Strategy on Learning Collective in Japan」です。皆さんも昨今「デジタル人材」という言葉を頻繁に耳にしておられるのではないでしょうか？その定義はあいまいな部分も多くありますが、すべての人が共通認識として持っている概念は、今日の私たちの日常生活に浸透し始めている様々なデジタルテクノロジーを、自分の日常業務においても自由に使いこなすことができる人材を指すという点です。まず私がこのテーマを選んだ背景をご説明しましょう。

スイスのビジネススクールIMDが公表した2021年の「世界デジタル競争力ランキング」で、日本の総合順位は64カ国中28位でした。2017年に調査を始めてからの最低を更新し、中国や韓国、台湾など東アジア諸国・地域との格差は鮮明です。そこで日本の弱点はどこにあり、どう克服すべきかという問題を考慮しました。

「デジタル競争力」とは行政の慣行やビジネスモデル、社会の変革につながる形として、どの程度デジタル技術の活用や展開ができているかを表す指標です。成長する東アジアの中で日本だけが『蚊帳の外』に置かれており、この傾向は年を追うごとに顕著になっています。
科学技術分野においては日本には過去の蓄積がありますが、その蓄積を人や組織の問題が食い潰しているという現実があります。それゆえにデジタル分野で日本は先進国とは言いにくいのです。

新型コロナウイルスの感染拡大で企業はビジネスモデルの転換を余儀なくされており、変化への対応が必要です。こうした状況では、社会的な適応性とビジネスの俊敏性が重要な意味を持つようになっています。実際、ランキングの上位には、知識集約型の経済を継続的に発展させている国や地域が入っていることも注目に値します。

日本の順位が低い背景をさらに分析するために、総合順位を構成する要素である『サブ因子』を細かく見てみましょう。

例えば『ビジネスの俊敏性』は64か国中53位です。俊敏性とは顧客や従業員の声を聞き、データに基づいて意思決定し、完璧さよりもスピードを重視して実行することを意味するものです。日本は、これができていません。

さらに『人材』では64か国中47位です。国際経験に乏しく、デジタル技術のスキルも低いです。『規制の枠組み』も48位と低迷しています。こうした背景からスタートアップにとってビジネスがしやすい環境を整えられていないほか、海外からの高度人材を取り込むこともできていないという状況が見られます。

一方で、先ほどのスライドでも言及しましたが、科学技術は相対的に評価されているようです。『科学的集積』は13位と決して低くありませんが、順位は低下傾向にある。由々しき問題です。日本人のノーベル賞受賞者がいたとしても、そのような功績は過去数十年の研究成果があってのことですから、現時点での科学技術力が優れているということではないと言えます。

ここには表示されていませんが、興味深いことに総合順位で12位の韓国をみるとサブ因子の『科学的集積』で世界3位と、日本の先を走っています。

こうした調査から日本の競争力の低さの原因がわかります。しかし、こうしたレポートを見て共通の問題意識を持つ人々が一定数いるという事実だけでは十分ではありません。

そうした人々が同じ場所に集まり行動すること不可欠です。

わたしたちのこのマスタークラスで、かなり初期の頃に目にした図表の一つにBCGが提唱するLearning Ecosystemモデルは非常に有効だと感じています。

このモデルに賛同する人は確かに多いですが、では実際のコミュニティはどこに存在しているかが問題です。このモデルと似たコンセプトは多くのセミナーで提唱されていますが、まるでそれは理想郷のように語られ、「あったらいいな」で終わっていました。

この図の1番から3番までは、優れた企業にとってはすでに現実のものですが、会社レベルを超えたコミュニティはどこにもありません。どうすれば４番と５番を実現できるのでしょうか。５番のレベルに到達するには、政府のかかわりも重要になってきます。

幸いにも、デジタル競争力の低さに対する危機感は日本政府も認識しており、政府はデジタル人材の育成の重要性を認識しています。そこで昨年9月に日本ではデジタル庁が発足しました。

9月に始動したデジタル庁は『誰一人取り残さない、人に優しいデジタル化』という理念を掲げていますが、曖昧な表現です。意味がわかるでしょうか？私は今一つわかりません。
どのように数値化し、検証できるでしょうか。実際には測定は不可能だと思う。解釈が曖昧では良くない。デジタル庁は測定可能な指標を定め、それに落とし込んで、日本が実現しようとしている価値をもっと問うていくべきと考えます。

でも、共有化された問題意識、政府の取り組みがあれば十分でしょうか？一つの都市を作り上げることを想像してみましょう。都市開発をするとき、確かにインフラは必要ですがそれだけではコミュニティは存在しません。
そこには住民が必要です。

先ほどのBCGのモデルに戻りましょう。問題は把握できました。政府も動き出しています。ムーブメントや風潮を具体的な活動に落とし込むために、次はコミュニティの住民が必要となります。

住民なくしてコミュニティは存在しません。また、コミュニティなくして共同体は存在しません。

さらに重要な点として、コミュニティはそもそも魅力的でなければそこに住民は集まってきません。

住民たちを集めるために私は次のようなアプローチをとりました。

Japan L&D Associationの発足です。これは私と友人たちとで立ち上げたNPOです。このコミュニティの中心メンバーは20‐40代のミレニアルズやZ世代です。この層にターゲットを定めたことにはいくつかの明確な理由があります。

2030年にはこの年齢層が労働人口の過半数を占めることになる、という点があります。
また、それらの人々は今現在、組織の中では大きな権限を付与されておらず、組織のあり方を変えるほどのムーブメントは起こせないポジションに就いています。しかしながら、この世代は社会活動のトレンドを作る年代層であるため、組織の制約を受けずに彼らが積極的に活動するためには、企業間での競合が発生しない非営利法人であることが重要でした。

では具体的にコミュニティをどのように管理運営してい行くのかについて説明しましょう。
実は「学び」の分野で様々な方針を提言している省庁（Ministries）は日本政府内に複数存在しています。

先ほど紹介しました「デジタル庁」は、総務省の直下に置かれているため、他のMinistriesにどれほど大きな影響を及ぼせるかは未知数です。

実際には各Ministryの間には壁が存在し、真の意味での連携はうまくいっていないというのが世間のおおよその見解です。その理由は、典型的な官僚主義としか言わざるを得ないでしょう。

各Ministry内で大小様々な施策があるものの、どれも各論になっており総論としての戦略が明確になっていません。そうした施策を具体的な目標のもとで再構成し、個々の学習者がその恩恵を得られるようにするために、プロジェクトマネジメントからプログラムマネジメントにシフトするべき。その点で我々がPMOとして活動できると考えています。

この活動のためには、民間の様々な組織とのアライアンスも重要になってくる。例えば、日本には民間団体に「新経連」と呼ばれる企業連合があり、人材育成の重要性を政府に提言したりもしています。また、海外の著名な機関と日本の政府機関とのコラボレーションなども、ラーニングコミュニティとしてのムーブメントを刺激することになると思われます。そうしたところからソートリーダーを招へいしてセミナーを開いたりできます。

できることは他にもあります。各種イベント以外に、オンラインでのネットワーキング、高品質で低価格なラーニングプラットフォームの運用などが挙げられます。現在、私たちは引き続き大手メディアコンサルティングファーム、政府機関に対してアプローチをかけており、彼らからの賛同を得られています。

こうした取り組みによって得られる結果やインパクトについて見てみましょう。
時間の関係上、ここでは完結に３者の観点からまとめたいと思います。

まず個人に与える影響です。今後、個々のキャリア形成の動機付けが新しくなると思います。特に日本では、一つのことを長く続けることが美徳とされる文化もあり、これまで多くの人々にとっての成功の尺度は、今自分が所属する組織内で上に昇り詰めることや、一度入社したいわゆる「良い会社」で働き続けることだった。しかしながら、生涯学習という概念が定着するにつれ、「良い会社」の定義は自己成長の機会とその成果を組織内外に還元することを奨励する会社へと変わってゆくのではないかと考えます。実際、Z世代は有名な企業よりもソーシャルエンタープライズへの就職を希望する傾向にあることが様々な調査でわかっています。

次に政府に与える影響としてどんなものがあるでしょうか？

政府はこれまでのように概念提唱だけを繰り返すだけでなく、具体的な施策も実行することになるでしょう。例えば、教育研修費の税制優遇や、一定基準をみたず学習コンテンツの受講には補助金を負担するなどです。

最後に日本企業全体に与えるであろうインパクトとして、私が個人的に期待していることはChief Learning Officer職の設置と常態化。現在日本においてCLOという肩書はChief Legal Officerを意味し、過去に取ったアンケートでは過半数の人がChief Learning Officerという役職について知らないと答えた。企業としてのプロポジションは「優秀な人材が集まる会社」から「優秀な人材を育てる力を持つ会社」へと変わってゆくでしょう。

これら３つの影響は、「コミュニティの住人の流動」、「法整備の充実」、「コミュニティ自治の高度化」、と言い換えることもできる。

このようにして、ラーニングコミュニティまたラーニングコレクティブが形成された結果として日本の競争力ランキングの上昇へとつながり、国家のサステナビリティにもつながると考えています。

最後に、私がこの度のパーソナルプロジェクトで得た学びをお伝えしたいと思います。

実のところ、私たちがこの9か月で学んできたことは真新しいことではなく、このマスタークラスに参加する前から何らかの形で各自が認識していたことです。

この９か月の間、わたしたちは自分のこれまでの経験や知識を再確認しました。でもそれを知恵に変換するために大いに役立ったのは仲間と問題を共有し、WhatsAppで様々な情報を交換することによってできました。

これはまさにコミュニティが持つ力です。

コミュニティは、知識を集約しそれを日常生活の中で活用する知恵を生み出します。そうした働きは大抵非公式に行われ、繰り返される人々との交流によって発生します。

今日わたしが発表した内容には、すべての人事関係者やメディアが同意しています。それでもこうした問題が依然として存在するのは、次世代のリーダーたちがあつまるコミュニティが存在しないからです。コミュニティは人々の理念や道徳、カルチャーを形成します。

また、Developmentに資するLearningは、個々人の内発的なものだと考えます。ですから、仮にコミュニティが存在したとしても、すべての人々が能動的に学ぼうとするわけではないでしょう。それは理想ですが現実的な見方ではありません。

それでも、自ら行動しようとし続ける人々が埋没してしまうリスクを回避することが急務なのです。そうした人々にとって、「ラーニング」とは自力で行う自己完結の作業ではなく、自己成長と共にコミュニティに対して自分の持つ資産を還元できる場があることを意味し、個人と組織の両方の進歩に大いに寄与する活動なのです。

私は、現在各企業ごとに存在する小さなコミュニティが壁を取り払い、国家全体に展開されることを願ってこれからも活動してゆきます。
